
2022 年 6 月 7 日 

 

ＫＣＮ京都基本サービス契約約款 

（光台・精華台・桜が丘・木津川台・相楽台・兜台・州見台・梅美台）の変更について 

 

変更前 変更後 

第４条（料金） 

加入者は、別表料金表に定める加入契約金、引込工事負担

金、工事費等、および再送信利用料を支払うものとします。

なお再送信利用料は、加入引込線が設置された日（以下「利

用開始日」という。）の属する月の翌月分から支払うものと

します。 

第４条（料金） 

加入者は、別表料金表に定める加入契約金、工事費等、およ

び再放送利用料を支払うものとします。なお再放送利用料

は、加入引込線が設置された日（以下「利用開始日」という。）

の属する月の翌月分から支払うものとします。 

第５条（支払方法） 

加入者は、加入契約金、引込工事負担金、工事費等、および

再放送利用料を当社が別途指定する支払期日までに、指定

する方法により当社に支払うものとします。 

第５条（支払方法） 

加入者は、加入契約金、工事費等、および再放送利用料を当

社が別途指定する支払期日までに、指定する方法により当

社に支払うものとします。 

第６条（遅延利息） 

加入者は、加入契約金、引込工事負担金、工事費等、および

再送信利用料の支払いを支払期日より遅延した場合は支払

期日の翌日から支払日までの日数に応じて、年利１４．５％

の割合で計算した遅延金を当社に支払うものとします。 

第６条（遅延損害金および督促手数料） 

加入者は、料金等の支払いを遅延した場合は、遅延期間につ

き年率 14.5％の遅延損害金を当社に支払うものとします。 

2．当社は加入者が料金その他の債務（遅延損害金を除きま

す）について、支払期日を経過しても支払いがない場合、当

社または料金回収会社が督促通知（料金その他の債務の支

払いを求める行為をいいます）を行う場合には、別に定める

料金表に記載の督促手数料を別途請求いたします。 

第７条（費用の負担） 

当社は、主要施設から分岐して保安器または加入者の需要

場所側の終端に設置される放送用光受信機（以下「Ｖ－ＯＮ

Ｕ」という）までの施設（以下「当社施設」という）を設置

し、これに要する費用を負担するものとします。ただし、加

入者は、引込工事負担金として別表料金表に定める金額を

支払うものとします。また、特定の加入者引込線を設置する

ために、分配線、引込端子等の当社施設を新たに設置する必

要がある場合、当社は、当該加入者に引込工事負担金の他に

当社および当該加入者の協議により定める特別施設負担金

の支払いを求めることができるものとします。 

第７条（費用の負担） 

当社は、主要施設から分岐して保安器または加入者の需要

場所側の終端に設置される放送用光受信機（以下「Ｖ－ＯＮ

Ｕ」という）までの施設（以下「当社施設」という）を設置

し、これに要する費用を負担するものとします。ただし、加

入者は、ケーブルテレビ標準工事費として別表料金表に定

める金額を支払うものとします。また、特定の加入者引込線

を設置するために、分配線、引込端子等の当社施設を新たに

設置する必要がある場合、当社は、当該加入者にケーブルテ

レビ標準工事費の他に当社および当該加入者の協議により

定める特別施設負担金の支払いを求めることができるもの

とします。 

第９条（施設の施工） 

２．当社は、加入者引込線の設置のために、加入者が所有も

しくは占有する敷地家屋、建築物等を無償で使用できるも

のとします。この場合、地主、家主、その他の利害関係人が

あるときは、当該加入者はあらかじめ必要な承諾を得てお

くものとし、これに関して責任を負うものとします。 

第９条（施設の施工） 

２．当社は、引込線の設置のために、加入者が所有もしくは

占有する敷地家屋、建築物等を無償で使用できるものとし

ます。この場合、地主、家主、その他の利害関係人があると

きは、当該加入者はあらかじめ必要な承諾を得ておくもの

とし、これに関して責任を負うものとします。 

第１１条（施設の故障等に伴第１１条（施設の故障等に伴う

責任負担） 

当社は、再放送の受信に異常が生じた場合は、これを調査し

必要な処置を講じます。ただし、加入者のテレビ、ビデオ、

ステレオ装置等（以下「受信機」という。）に起因する場合

は、この限りではありません。 

第１１条（施設の故障等に伴第１１条（施設の故障等に伴う

責任負担） 

当社は、再放送の受信に異常が生じた場合は、これを調査し

必要な処置を講じます。ただし、加入者のテレビ、録画機器、

ステレオ装置等（以下「受信機」という。）に起因する場合

は、この限りではありません。 



第１２条（再送信放送の提供の一時中断） 第１２条（再放送の提供の一時中断） 

第１４条（名義変更） 

合併もしくは相続した場合、または旧加入者の同意を得た

場合は、当社が承諾すれば加入者の名義を変更することが

できるものとします。 

２．前項に定める名義変更を行う場合、新加入者は、当社に

申し出るとともに別表料金表に定める名義変更手数料を当

社に支払うものとします。 

第１４条（名義変更） 

加入者は、契約名義を変更することはできません。ただし、

次のいずれかに該当し、当社が特に変更を認める場合はこ

の限りではありません。 

（1）個人加入者が死亡した場合で、当該加入者の相続人の

名義に変更するとき 

（2）法人加入者が合併または組織変更により商号を変更す

るとき 

（3）2 親等以内の家族の名義に変更するとき（旧加入者の

同意書を添付するものとします。） 

（4）本サービスの加入権を付した建物において加入者が転

出・転入する場合 

（5）当社が特に認めた場合 

2．前項の場合、新加入者は当社所定の書類に必要事項を記

入して、名義変更希望日の 14日前までに当社に提出します。 

3．個人加入者が改姓・改名した場合および法人加入者が商

号を変更した場合においても前項の書類の提出を必要とし

ます。 

4．第 1項および第 2項の場合において、新加入者は旧加入

者の権利と義務を引き継ぎ、旧加入者と新加入者との間で

紛争が生じても当事者間で解決し、当社には一切迷惑をか

けないものとします。 

第１６条（サービス利用の一時休止、再開） 

加入者は、サービスの利用の一時休止をすることができる

ものとします。この場合、加入者は当社に申し出るものとし

ます。ただし、休止期間は最長１年間とします。 

   ２．一時休止の場合、当社はサービスの提供を停止し

ます。また、休止した日の属する月の翌月から再開した日の

属する月の前月までの期間の再放送利用料は無料としま

す。 

   ３．加入者は、サービスの利用の再開を希望する場合

は、当社に申し出るとともに別表料金表に定める再開手数

料および再開に要する費用を当社に支払うものとします。 

（条項廃止） 

第１７条（その他の事項の変更） 第１６条（その他の事項の変更） 

第１８条（解約） 

２．加入者は、加入契約を解約するときは、再放送利用料、

工事費等を精算するものとします。この場合、再放送利用料

は解約日の属する月まで支払うものとします。 

第１７条（解約） 

２．加入者は、加入契約を解約するときは、再放送利用料、

ケーブルテレビ解約工事費用等を精算するものとします。

この場合、再放送利用料は解約日の属する月まで支払うも

のとします。 

第１９条（加入者の義務違反による再放送の提供の停止） 第１８条（加入者の義務違反による再放送の提供の停止） 

第２０条（加入契約に違反する行為のあった場合の契約解

除） 

第１９条（加入契約に違反する行為のあった場合の契約解

除） 



第２１条（加入者個人情報の取り扱い） 

当社は、保有する加入者個人情報については、個人情報の保

護に関する法律（２００３年法律第５７号）、個人情報の保

護に関する基本方針（２００４年４月２日閣議決定）、及び

放送受信者等の個人情報の保護に関する指針（２００４年

８月３１日総務省告示第６９６号。以下「指針」という）及

びこの指針第２８条に基づいて定めるプライバシーポリシ

ー（以下「ポリシー」という）及びこの約款の規定に基づい

て適正に取り扱います。 

２．当社のポリシーには、当社が保有する加入者個人情報に

関し、利用目的、加入者個人情報により識別される特定の個

人（以下「本人」という）が当社に対して行う各種求めに関

する手続き、苦情処理の手続き、その他取り扱いに関し必要

な事項を定め、これをホームページにおいて公表します。 

３．当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において、加入

者個人情報を取り扱うとともに、保有する加入者個人情報

を正確かつ最新の内容に保つよう努めます。 

４．本契約約款に記載のない事項は、デジタルテレビ契約約

款に準じて適用します。 

第２０条（個人情報の取り扱い） 

当社は、加入者の個人情報について当社が定める「個人情報

の取り扱いについて」に基づいて適正に取り扱います。 

第２２条（加入者個人情報の利用目的等） 

第２３条（加入者個人情報の共同利用） 

第２４条（加入者個人情報の取り扱いの委託） 

第２５条（安全管理措置） 

第２６条（本人による開示の求め） 

第２７条（本人による利用停止等の求め） 

第２８条（本人確認と代理人による求め） 

第２９条（本人の求めに係る手数料） 

第３０条（苦情処理） 

第３１条（本人が行う求め及び苦情等の受付窓口） 

第３２条（加入者個人情報の漏洩等があった場合の措置） 

上記により、以下条項削除 

第３６条（Ｂ－ＣＡＳカードの取扱について） 第２１条（Ｂ－ＣＡＳカードの取扱について） 

第３３条（国内法への準拠） 第２２条（国内法への準拠） 

第３４条（定めなき事項） 第２３条（定めなき事項） 

第３５条（約款の改正） 

当社は、加入契約を総務大臣に届けた上改正することがあ

ります。この場合、当社から加入者に対し加入申込書記載の

住所宛に変更内容を通知したときは、加入者は変更事項を

承認するものとします。 

第２４条（約款の変更） 

当社は、本約款を変更することができるものとします。 

２．当社は前項による本約款の変更にあたり、変更後の本約

款の効力発生日の 1ヵ月前までに、本約款を変 

更する旨及び変更後の本約款の内容とその効力発生日を当

社ホームページ上での掲載等、当社の定める方法により告

知します。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りではあ

りません。 

３．変更後の本約款の効力発生日以降に加入者が本サービ

スの利用を継続したときは、加入者は、本約款の変更に同意

したものとみなします。 

（付則） 

４）この契約約款は、２０２１年４月１日から施行します。 

（付則） 

４）この契約約款は、２０２２年７月１日から施行します。 



別表 

１．加入契約金 

加入契約金 ２７，５００円 

別表 

１．加入契約金 

加入契約金 １６，５００円 

別表 

２．利用料 

再放送利用料 月額１，３２０円 

デジタル端末利用料 月額１，９８０円 

別表 

２．利用料 

再放送利用料 月額１，３２０円 

（項目削除） 

別表 

３．工事費等 

引込工事負担金 ２３，１００円 

宅内工事費 実費 

その他工事費 実費 

点検・補修費 実費 

別表 

３．工事費等 

（項目削除） 

ケーブルテレビ標準工事費 ２９，７００円 

その他工事費 実費 

点検・補修費 実費 

ケーブルテレビ解約工事費用 ６，６００円 

４．諸手数料 

名義変更手数料 １，１００円 

再開手数料 １，１００円 

個人情報開示手数料 ３３０円 

４．諸手数料 

（3 項目削除） 

督促手数料 １１０円 1 回の督促につき 

※備考欄枠作成 

当約款は、２０２１年３月２２日、総務大臣に届出、受理さ

れたものです。 

（削除） 

 


